
３ 地域の活力と未来を育む産業づくり



（１）持続的成長を支える産業競争力の強化

本県産業を牽引する産業・科学技術開発力の強化

本県産業の競争力を強化していくためには、特色ある新技術開発力の一層の強化が不可欠

であるため、県立試験研究機関の機能強化や産学公の連携により新技術開発を促進するとと

もに、これまでに蓄積された技術、人材の有機的な連携や効果的な技術移転機能の強化及び

本県産業・科学技術開発を先導する基礎技術開発システムの構築を進めます。

▲

産業・科学技術振興基盤の充実・強化

大学等の基礎研究機関と本県産業界を

結ぶ県立試験研究機関の計画的な機能強

化を進めるとともに、新技術の効果的な

普及を促進するため、技術情報の提供や

試験研究機関の相談機能、現場指導力の

強化を図ります。

工業分野では、企業の技術開発、技術

力の向上を支援するため、工業技術センターや食品開発センター等において、技術指導研修

会や依頼分析等を実施するとともに、産学公の交流の場を提供します。また、工業技術セン

ター及び食品開発センターでは中長期的な視野から研究の重点化を進め、資源環境、材料開

発、機械、電子、食品開発及び応用微生物の６つの研究部門においてコア技術の構築を図り、

オンリーワン技術の創出を目指します。

農林水産業分野では、本県独自の技術開発を促進・強化するため、自給率の向上や環境へ

の負荷軽減、新たなブランド対策等に対応した試験研究の実施や客員研究員の招へいを行う

とともに、２１世紀の本県農業及び農業関連産業の技術

革新を先導する拠点機関として、総合農業試験場の整備

を引き続き推進します。また、水産試験場の取水設備の

整備を行います。

さらに、木材利用技術センターにおいて、スギを中心

とする県産材の高度利用技術の開発はもとより、企業等

からの依頼試験等を行い、木材産業等への技術移転・製

品化を推進します。 （３７億６，３７５万円）

工業技術センター

日向駅舎屋根梁実大曲げ試験



▲

産業・科学技術開発の推進

「地域結集型共同研究事業」等の研究開発プロジェクトの推進や、強固な産学公連携のし

くみづくりを通じて、本県の科学技術の飛躍的な振興を図ります。

また、産業界が抱える多様な技術シーズ・ニーズへの対応を強化するため、「産学官連携

新技術実用化共同研究推進事業」等の実施により、大学等における基礎的な研究や県内研究

機関の持つ高度な研究成果と県内企業の独創的な技術力との効率的かつ効果的な結合を促進

するとともに、新産業の創出につなげる産学公共同研究などに取り組みます。

（４３億３，０９３万円）

高度情報通信基盤を活用した新たなマーケティング戦略の展開

▲

求められる「みやざきブランド」の構築

消費者のニーズや商品自体の価値や個性などに着目し、県民に支持される商品ブランドづ

くりを推進するとともに、ＩＴ（情報通信技術）を活用した商品情報の付与などにより消費

者に信頼される県産品のブランド化を進めます。

特に、農畜水産物のブランド対策については、「食の安全・安心の確保」を最優先の課題

としてとらえ、商品ブランド認証制度等による宮崎ならではの「特長ある商品づくり」を進

めるとともに、厳格な検査体制の確立や農畜水産物の安全性・おいしさなどの品質保証体制

の構築による「信頼される産地づくり」を徹底し、安全で品質の確かなものづくりとその安

定供給による「安定した取引づくり」に努めます。

さらに、生産から流通・販売に至る一貫した情報管理によるトレーサビリティの確立に向

けた検討を行い、みやざきブランドの信頼性の一層の向上に努めます。

また、県民に広く県産農畜水産物のＰＲを行

い、消費拡大を図るとともに、県内消費者に安

定的に供給できる地産地消の体制づくりに取り

組みます。 （３億６，１９６万円）

▲

競争力強化のための物流革新

契約取引の拡大を図るとともに、農林水産物の定時・定量輸送体制の構築などによる競争

力の高い輸送システムの構築を促進します。

また、「みやざき農産物輸送合理化事業」を実施し、環境問題やトラックの速度制限など

の物流環境の変化に的確に対応した農産物の効率的な輸送体制の整備促進を図ります。

さらに、物流コストの安い九州最大の消費地北部九州地域に向けて、新鮮な野菜を供給す

るためのルート確立を図ります。 （１億３，２１２万円）

農産物検査センターにおける残留農薬の分析



（２）豊かな食とくらしを創造する農林水産業の新生

県土を担う意欲的な農林水産経営体の育成

本県農林水産業の基幹的担い手の育成を促進するため、地域の将来像を明確化した上で、

生産者組織・事業体の体質強化や普及指導の高度化・重点化を図るとともに、多様な担い手

が安心して就業できる地域の受け皿づくりや就業機会の創出、女性や高齢者などの積極的な

経営参画を推進します。

▲

地域農林水産業マネージメント機能の強化

地域農林水産業のマネージメントに大きな役割を果たす農協や農業共済組合、漁協、卸売

市場、森林組合等の各団体について、検査指導の充実や組織の広域化等による体質強化を強

力に推進し、地域や農林水産業者のニーズに沿った事業の展開を図ります。

また、効率的かつ安定的な農業経営を確立するため、認定農業者・農業法人等地域の担い

手の育成や新規就農者の確保・育成及び女性・高齢者対策や経営構造対策等を総合的に推進

する体制を強化するとともに、認定農業者等への農用地の利用集積を促進し、経営規模の拡

大等による経営基盤の強化を図ります。

さらに、農業振興地域の整備に関する法律や農地法の適正な運用を図り、優良農用地の確

保に努めます。 （４０億１１４万円）

認定農業者等担い手への農地利用集積面積及び集積率の推移

９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

利用集積面積 ha Ａ 36,389 37,215 38,149 38,474 38,515 38,566

農用地面積 ha Ｂ 72,224 71,882 71,530 71,177 70,686 70,399

集積率 % A/B 50.4 51.8 53.3 54.1 54.5 54.8

（資料：国通達に基づく市町村報告まとめ）

注) 認定農業者等担い手 認定農業者、基本構想水準到達農業者(農業経営基盤強化促進法に基づく基本

構想における効率的かつ安定的な農業経営の指標の水準に達している農業者)、

今後育成すべき農業者

利用集積面積 所有権、利用権に基づき経営している面積及び農作業受託面積の合計面積

▲

農林水産業の担い手育成対策の充実

農業については、ニューファーマー確保・育成総合支援事業により、就農希望者に対する

就農相談から経営開始・定着に至るまでの総合的な支援を行うとともに、就農支援資金の貸



付や「みやざき農業実践塾」などによる技術研修を行い、新規就農者の確保・育成を図りま

す。

また、県立農業大学校では、優れた農業経営者・指導者の養成及び資質向上を図るととも

に、農業科学公園を活用して、農業に対する理解促進を図ります。

林業については、山村における中核的な役割を果たす林業後継者を育成確保するため、計

画的な学習活動と実践的な林業グループ活動を支援し、研修指導の充実を図ります。

また、小中学生を対象として、森林・林業の体験学習を行う森の学校を開催し、森林・林

業に対する理解促進を図ります。

水産業については、高等水産研修所等を活用し、経営能力と技術力を備えた中核的担い手

を養成するとともに、引き続き漁業就業希望者に対し漁業体験研修を実施する他、新たに漁

業研修者が研修地域内で充実した技術修得が可能となるよう漁村等の受入環境の整備や漁業

研修者を指導する熟練した漁業者への支援の実施など、水産業・漁村を支える担い手の育成

・確保を図ります。

また、漁業就業者の安定的確保と資質の向上等を図るため、漁協が主体となって設立・運

営する漁業就業者育成基金により実施する事業に対して支援を行います。

さらに、漁業就業者の確保と漁村の活性化を図るため、漁業士等地域のリーダー及び中核

となる漁業経営体を育成するとともに、その活動等を支援します。

（１８億９，３９６万円）

▲

地域の核となる企業的・先進農業経営体の育成

地域農業の核となる企業的・先進経営体を育成するため、「認定農業者レベルアップ対策

事業」や「地域農業担い手法人育成支援事業」等により、認定農業者の経営改善計画の確実

な達成に向けた支援を行うとともに、意欲ある農業法人の設立を支援します。

また、農家経営支援センターの活動を強化し、農業者等の経営管理能力を高めるために

「経営安定農家育成支援事業」を引き続き実施するとともに、「農業経営改善関係資金制

度」等による各種制度資金の積極的な活用促進や「青果物価格安定対策事業」、「果実生産

出荷安定基金造成事業」等の価格安定制度により、農家経営の安定・向上を図ります。

（２５億９，７５１万円）



経営改善計画の年度別認定状況（新規に認定した実績数）

農業の制度資金融資実績

Ì意欲的林業経営体等の育成

地域林業の中核的担い手である森林組合の経営基盤の強化を図るため、「森林組合改革プ

ラン促進総合対策事業」や「森林組合経営改善資金」等を活用し、森林組合の健全な発展と

自立的経営の確立を図ります。

また、素材生産や造林等を行う第三セクターや森林組合等の林業事業体を育成強化するた

め、「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づいた改善計画の円滑な実施を促進し、

林業事業体の雇用管理の改善や事業の合理化を推進します。

さらに、林業労働者の雇用機会の確保を促進するため、「水源林等環境保全林緊急整備事

業」及び「植栽未済地造林推進事業」を実施し、森林整備体制を強化します。

また、林業技能者の育成を図るため「林業就業者育成確保対策事業」を活用して林業就業

に必要な資格・免許取得の各種研修を充実するとともに、「林業担い手対策基金」や「森林

・林業振興基金」等を活用して、福利厚生の充実や社会保険、退職金共済制度の加入促進等、

林業労働者の就業条件の改善を推進します。 （１６億８，４４２万円）

▲

中核的漁業経営体の育成

宮崎県漁業経営管理指導協会や漁業経営指導士の活動を促進することにより漁業経営体へ

の経営指導の充実を図り、経営管理能力に優れた競争力のある経営体の育成を推進します。

また、漁業経営の近代化、改善合理化、多角化のための資金の円滑な融資や不漁等による



厳しい漁業環境の中で安定的な漁業経営が維持できるよう低利の融資を実施するとともに、

漁業共済制度や漁船保険制度への加入を促進し、漁業経営体の体質強化を図ります。

（３億７，８４９万円）

水産業の制度資金融資実績 （単位：千円）

年度 １３ １４ １５

資金 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

漁業近代化資金 40 1,156,570 90 1,361,680 27 450,400

うちサンマリン21漁業推進資金 29 968,690 49 1,249,910 15 262,300

漁業経営維持安定資金 - - 19 596,900 39 714,300

うちまぐろ延縄漁業特別対策資金 - - - - 9 279,000

漁業経営高度化促進資金 5 153,000 - - - -

まき網漁業緊急支援資金 17 397,000 - - - -

沿岸漁業改善資金 24 42,870 24 87,300 18 30,460

農林漁業金融公庫資金 1 21,000 - - - -

合 計 87 1,770,440 133 2,045,880 84 1,195,160

▲

地域を支える多様な担い手の育成

女性農業者の経営管理能力や農業技術力の向上と経営への参画、起業化等を促進するため、

「農村女性支援事業」や「女性起業ネットワーク支援事業」などを実施するとともに、高齢

者の豊かな経験と技術を生かす営農支援体制づくりを推進し、多様な担い手が意欲的に経営

や地域社会に参画できる環境を整備します。

さらに、農業・農村の維持、発展を図るため、企業的・先進経営体の労力面の支援などを

行う「肉用牛ヘルパー組織支援事業」など農業サービス事業体の充実強化を図ります。

（８，４６６万円）

豊かで安全な食を創造する農業の新生

ＷＴＯ体制の下で、一層厳しくなる国内外との産地間競争に打ち勝つため、低コスト・高

品質生産を実現する力強い生産構造の構築を図ります。

▲

国際競争に打ち勝つプラスワン農業の展開

耕種部門では、地域の特性を生かしたプラスワンの付加価値づくりによる個性的な産地形

成や生産流通基盤の高度化を進め、畜産部門では、消費者ニーズに対応した安全・安心で特

長ある高品質な畜産物を低コストで生産供給するプラスワンの産地づくりを推進します。



さらに、協業化、分業化によるコスト低減対策や植物・家畜防疫対策・環境対策などの徹

底を図ります。 （４５億２，８２７万円）

○米

米政策改革大綱の趣旨を踏まえ、「商品価値の高い売れる米づくり」に向けた、食味・品

質の一層の向上や地域の特性を生かした産地の育成など、需要動向に即した多様な米づくり

を展開するとともに、安定的に完売できる出荷販売体制の構築に取り組み、宮崎米の商品ブ

ランドの確立を図ります。

また、種子生産から収穫出荷・販売に至る産地段階でのトレーサビリティ体制の整備に努

め、産地の信頼性の一層の向上に努めます。

さらに、米政策改革大綱の周知の徹底、地域水田農業ビジョンに基づく産地づくりや担い

手の育成等に努め、水田農業の構造改革を進めます。

○野菜

冬期温暖多照な気候や標高差等地域の立地条件を活用した立体園芸の振興を基本として、

中山間地域ではきゅうり、トマト等の夏秋野菜、高台畑地域ではさといも、食用かんしょ、

ごぼう等の土物野菜、沿海平坦地域ではきゅうり、ピーマン等の施設野菜の振興対策を進め、

高品質で多様な品目を周年供給できる野菜総合産地づくりを推進します。

また、低コスト化、収量・品質の向上に向けた構造改革の推進と消費者ニーズに対応した

ブランド産地の確立を進め、本県野菜産地の競争力強化と生産者の経営安定を図ります。

○花き

本県の立地条件を生かしながら、多様で個性豊かな花き産地育成を図るとともに、高品質

・低コストな花き生産供給体制の確立に努めます。特に、本県オリジナル花きや市場等から

要望の強い新品目を戦略花きと位置づけ、新たな需要に対応できる産地体制の整備に取り組

みます。

また、高鮮度花き輸送体制の整備と花持ち保証制度の導入等を推進し、本県産花きの競争

力強化とブランド確立を図ります。

○果樹

「新フルーツランド構想」に基づく果樹のトップブランドの確立を目指し、マンゴー、完

熟きんかん、日向夏、日南１号、ぶどうなど、地域の特徴を生かした多様で個性的な果樹総

合産地づくりを推進します。

また、施設化の推進により、消費者ニーズに即した高品質果実の安定生産と園地の基盤整

備や栽培管理機械の導入による省力化を推進し、生産の効率化を図るとともに、果実の消費



拡大対策を実施し、本県果樹の商品ブランドの確立を図り、農家経営の安定に努めます。

○特用作物等

茶については、省力作業による経営改善や実需に対応した特色ある早出し茶等の生産拡大

を促進するとともに、高品質化・省力化対策のための条件整備を推進しながら、「みやざき

茶」のブランド確立を図ります。

また、葉たばこについては、「葉たばこ日本一産地向上対策事業」を実施し、葉たばこ生

産の指導体制の強化や新規農家の育成のための支援を行うとともに、品質向上や病害虫防除

対策等を推進します。

○肉用牛

全国第３位の肉用牛生産県として、高品質で低コストの肉用牛生産体制を推進し安全で安

心な牛肉を供給するため、一貫生産体制をはじめ生産履歴システムの構築や食肉処理場の整

備等を推進します。また、宮崎ブランドを確立するための必要な育種改良を一層進めるため、

新たな育種手法による優良種雄牛の選抜や優良繁殖雌牛の地域保留などを推進します。

さらに、宮崎牛指定店の強化、マスコミなどを活用したＰＲ活動を実施します。

○酪農

国民の健康食品である安全でおいしい牛乳の低コスト生産を進めるため、生産から流通に

いたる各種事業を積極的に実施します。また、県内産牛乳を学校給食に提供し、子供たちの

健全な発育を促進するとともに、学校教育における食育を推進します。

○養豚

豚肉輸入の新たな枠組みが始まる中、全国第２位の豚生産県として、安全で安心な豚肉の

生産供給体制を確立するための施設整備を積極的に実施し、豚肉の高品質・低コスト生産の

一層の推進を図るとともに、価格安定対策や環境対策についても併せて実施します。

また、宮崎ブランドを推進するため、ハマユウポークの一層の振興とＰＲを図ります。

○養鶏

鶏卵及び鶏肉については、需要の動向に即した計画生産を推進するとともに、生産性向上

対策や価格安定対策を実施します。

また、年々好評を得ている「みやざき地鶏」の一層の生産拡大と消費の普及拡大を図るた

め、供給体制の整備や生産指導、指定店の強化、ＰＲ対策を実施します。



家畜飼養頭羽数等 （平成１５年２月１日現在）

項目
飼養戸数 飼養頭羽数 全国シェア 全国順位

畜種

乳 用 牛 520 戸 21,900 頭 1.3 % 15 位

肉 用 牛 12,100 戸 266,900 頭 9.5 % 3 位

豚 750 戸 849,400 頭 8.7 % 2 位

採 卵 鶏 110 戸 4,171,000 羽 2.4 % 21 位

ブロイラー 402 戸 17,158,000 羽 16.5 % 2 位

○飼料作物

畜産経営の安定と生産コストの低減を図るために、「ゆとりある自給飼料生産体制緊急整

備事業」等を実施し、飼料生産機械等の導入による効率的な飼料生産に努めるとともに、

「飼料自給率向上体制緊急整備事業」を実施し、作付面積の拡大や生産性の向上及び飼料生

産の組織化・外部化等を推進します。

また、口蹄疫の発生原因としての可能性が高い輸入稲わら等から安全な稲わらや飼料イネ

に転換するため、「国産稲わら等流動化対策事業」を実施し、国産稲わら等の安定確保と飼

料自給率の向上に努めます。

○植物・家畜防疫対策

改正農薬取締法の趣旨を踏まえ、農薬の適正な販売・使用の徹底を図るため、「農薬使用

適正化総合対策事業」や「農薬登録促進緊急対策事業」などを実施するとともに、飼料の安

全性の監視体制として「飼料安全性確立緊急対策事業」を実施し、安全・安心な農畜産物の

生産に努めます。

家畜伝染病予防法が改正され、家畜飼養者が遵守すべき「飼養衛生管理基準」が新たに設

けられたことから「家畜伝染病リスク管理体制強化事業」により、市町村自防職員等を対象

としてリスク管理指導者を養成し、「飼養衛生管理基準」の普及及び定着を図ることにより、

農場への家畜伝染病の侵入及びまん延を防止する体制を強化します。

併せて、１５年度に完成した県の死亡牛ＢＳＥ検査施設における２４か月齢以上の死亡牛

のＢＳＥ検査の継続的実施により、本病の清浄性を確認します。

▲

高生産性農業を支える生産基盤の整備

大規模畑作の産地づくりや施設園芸の展開、新品目の導入を進めるため、「大淀川左岸地

区」をはじめとした６地区の「国営かんがい排水事業」と「県営畑地帯総合整備事業」等の

関連事業を積極的に推進するとともに、生産性の向上と営農コストの縮減や担い手への農地



の集積を図るため「経営体育成基盤整備事業」を推進します。

また、農畜産物流通の合理化、農村生活環境の改善を図るため、「広域営農団地農道整備

事業」や「ふるさと農道緊急整備事業」等を推進し、本県の総合的な交通網の整備に合わせ

た農道網の整備を行います。 （１９１億１，５１８万円）

▲

価値を広げる産業連携の推進

県産農産物の高付加価値化による需要拡大を図るため、「ふるさと農水産物加工開発推進

事業」や「加工用農産物新規用途開拓支援事業」などを実施し、食品産業と農業の交流促進

を行うとともに、地域農産物等を活用した多彩な加工品の開発、販売体制の強化及び加工用

・業務用農産物の安定供給を推進します。 （６，２０４万円）

木のある豊かなくらしを創造する林業・木材産業の新生

Ì国産材供給基地づくりの推進 （７０億４，１７６万円）

○加工・流通体制の整備

県産材を低コストで、大量・安定的に供給する体制の確立を図るため、「林業・木材産業

構造改革事業」を実施するとともに、「乾燥材供給システム整備総合対策事業」により、原

木段階における葉枯らしから製品の天然乾燥、人工乾燥に至る一貫した生産システムづくり

に取り組み、近年の品質重視の消費者ニーズに対応した乾燥材生産体制を整備します。

また、段階的に生産が増加する乾燥材を確実に流通に乗せていくため、出荷・販売体制の

強化と全国的なＰＲ展開等をねらいとする

「宮崎スギ乾燥材ニューフロンティア推進事

業」を実施するとともに、「木材輸送ネット

ワークシステム構築事業」によるトータル流

通コストの低減に加え、大消費地等における

マンション等非木造住宅への内装材としての

板材の需要動向調査を行い、今後の板材の生 宮崎スギ乾燥材の生産

県営経営体育成基盤整備事業

（地区名 えびの市末永地区）



産・販売戦略の構築に努め、県外出荷体制を充実強化します。

さらに、金融面からは、木材生産、乾燥材の生産及び流通の合理化等を促進し、木材産業

の振興を図るため、木材産業振興対策資金及び木材産業等高度化推進資金の融資を行うとと

もに、乾燥材の県外出荷を円滑に推進するための低利の運転資金である「乾燥材県外出荷振

興資金」により、乾燥材の県外出荷の拡大を図ります。

○木材需要の拡大

県産材利用の普及啓発を図るため、「県産材消費拡大キャンペーン事業」により、ウッド

フェスティバルの開催や木材利用優良事例集の作成等を行うとともに、「木の香あふれる郷

土づくり事業」により、市町村や公益法人等が建設するモデル的な大型施設の木造化・木質

化等を支援することに加え、県産材利用の学童机・椅子の普及を促進します。

また、県産材の住宅資材としての利用促進を図る「性能保証住宅資材供給促進事業」や

「産直住宅建設促進支援事業」の実施により、住宅資材の供給体制の整備や産直住宅の普及

を促進します。

さらに、「スギ乾燥材活用住宅促進事業」により乾燥材を使用した質の高い木造住宅の建

築を促進するとともに、「すこやか木の住まいづくり普及促進事業」を実施し、地域工務店

等と木材業界との連携とイベント会場（空港ビル等）におけるミニハウスの展示会の開催や

常設のモデル住宅の展示等を通して、木造住宅の普及促進を推進します。

また、木材の循環利用の意義について広く県民に理解を得るため、マスメディアや教育を

通して効果的、集中的に普及・ＰＲを行い、木材需要の底辺拡大を図るとともに、住宅分野

以外での需要を拡大するため、木造畜舎等の建設支援や木製ガードレール等、公共土木工事

での活用を推進することにより、県産材の新たな需要開拓に努めます。

えびの市立上江小学校（えびの市） 「木をいかした家づくり」空港展

Ì持続可能な森林経営の推進 （１３６億３，９５０万円）

○森林計画の推進

木材生産や水源のかん養、国土保全等森林の持つ多様な機能を高度に発揮し、県民の要請

に応えていくため、森林計画制度に基づいた適正な森林整備を推進します。



このため、県内の民有林を５流域（五ヶ瀬川・耳川・一ツ瀬川・大淀川・広渡川）に分け、

「水土保全林」、「森林と人との共生林」、「資源の循環利用林」の３つの区分に応じて、

森林整備の目標や伐採・造林、林道の開設等に関する１０か年の地域森林計画を樹立すると

ともに、市町村が策定する市町村森林整備計画や森林所有者等が作成する森林施業計画によ

り、森林計画の適正な運用を図ります。

また、定められた調査点において森林の状態とその変化の動向を把握するための「森林資

源モニタリング調査」を実施するとともに、森林資源情報の的確な把握やデータ精度の向上

等を図るため、森林に関する地図・写真情報と文字・数字情報を一元的に管理する森林地理

情報システムの整備を行います。

さらに、「流域林業活性化推進事業」を活用し、流域森林・林業活性化センターが行う上

下流が一体となった森林整備への取組みの合意形成活動等を支援することにより、流域管理

システムを推進します。

以上の森林計画等に基づき、森林資源の循環利用の確立を図るため、高齢級間伐や伐採林

齢の多様化・長期化による齢級構成の平準化の実施及び植栽未済地への再造林等を計画的に

推進します。

○生産基盤の整備

森林の機能に応じた森林の整備、山村の生活環境の整備、地域産業の振興を図るため、

「森林保全林道整備事業」等の国庫補助林道事業や「ふるさと林道緊急整備事業」等の県単

林道事業に積極的に取り組むとともに、市町村が実施する｢ふるさと林道緊急整備促進事業｣

に対する支援事業を引き続き実施します。

また、素材生産の低コスト化を図るため、計画的に作業道の整備を行い、高性能林業機械

の導入及び効率的な活用を推進します。

ふるさと林道緊急整備事業

（中山・夜狩内線 椎葉村大河内）



Ì個性的な特用林産等の振興

林業経営の複合化による農林家経営の安定や就労機会の確保に大きな役割を果たしている

特用林産物の振興を図るため、「特用林産物ブランド産地育成対策事業」、「林業・木材産

業構造改革事業(特産)」等を実施し、生産から流通・販売に至る体制整備を総合的・計画的

に推進し、生産拡大並びにコスト軽減や高品質化を進めるとともに、「安心・安全みやざき

豊かな森の幸」消費拡大推進事業において料理メニューの開発・提案や健康食品としての情

報提供などを行い、しいたけの消費拡大を図り、農林家の安定的な所得の確保に努めます。

（５，００７万円）

健康で安全な食を創造する水産業の新生

▲

つくり育て、管理する豊かな水産資源づくり

水産資源を適切に利用するため、海区漁業調整委員会等の漁業調整機構の運用により水面

の総合的利用を進めるとともに、漁業取締船「たかちほ」の代船を建造し、漁業関係法令の

遵守に関する指導・監督・取締を通じて海面及び内水面における漁業秩序の確立を図ります。

また、水産資源の回復や持続的利用を図るため、漁獲可能量（ＴＡＣ）制度の適正な運用

やトラフグ等資源管理型漁業の推進、カサゴの資源回復計画の策定の検討により資源を適切

に維持・管理するとともに、マダイ、ヒラメ、オオニベ、クルマエビ等の生産及び放流、カ

サゴ等の新魚種開発等海域の特性に応じた栽培漁業の推進に努めます。また、養殖漁場の適

正利用や漁場環境保全等に関する指導、ＫＨＶ病対策を始めとする魚類防疫体制の強化、ブ

ラックバス等外来魚の生息状況の把握と効果的な駆除対策等を実施することにより養殖業・

内水面漁業の振興に努めます。

さらに、魚礁漁場、増養殖場、漁港等

を効果的に整備するとともに、漁業無線

局の適正な運営を確保し、漁業経営の合

理化や操業の安全性向上を図ります。

（５８億５，７２９万円）

▲

新海洋秩序に対応した国際漁業づくり

国際漁場で操業するかつお・まぐろ漁業等について、新海洋秩序に対応した漁業を構築す

るため、国際的な取り決めに基づいた操業や資源管理を推進するとともに、漁業無線局の適

正な運用等により国際漁場に関する情報を迅速に伝達し、漁場の確保や安全操業の確立等を

つくり育て管理する

豊かな水産資源づくり



図ります。

また、浮魚礁の設置や調査船による的確な漁場情報の提供などにより、我が国周辺水域の

高度利用や操業の効率化等を図ります。 （６億３，３４９万円）

▲

消費者ニーズに対応する水産物流通・加工づくり

養殖魚が飼育中に受けるストレスと鮮度保持の関係について検討し、新しい管理技術の開

発や水産加工品の品質向上技術の開発に取り組みます。

また、沿岸漁業の生産性の向上を図るため、増養殖場の造成及び漁業近代化施設の整備を

推進するとともに、産地機能の強化を図るため、品質管理や衛生等に配慮した水揚施設の整

備を推進します。

さらに、水産物ブランド認証制度による「みやざきのさかな」等のブランド化や一層の消

費拡大を図ります。 （４億３，５８０万円）

宮崎の自然環境と調和する農林水産業の展開

県土の保全、水源のかん養、保健休養などの多面的機能を有している森林や水田を維持管

理するため、山から海に至る一貫した環境保全への取組みを行うとともに、農業生産活動に

よる環境負荷の軽減を図り、あわせて消費者に安全・安心を届ける高度な技術に裏打ちされ

た環境保全型農業の推進を図ります。

▲

持続型農林水産業の展開

豊かな耕地、森林、海洋資源の維持造成を図るため、土地利用、環境面など様々な視点か

らのモニタリングを進めるとともに、地域住民やボランティア、行政などが連携し「水土保

全」、「森林と人との共生」など機能に応じた森林の整備、遊休農地や土地改良施設などの

保全、海を守る多様な活動などを促進します。 （２６億１，２２１万円）

▲

環境保全型農業の展開

良質たい肥による土づくりと化学肥料や農薬の使用量の低減化による環境保全型農業を推

進するため、引き続き「環境保全型農業総合対策事業」を実施し、エコファーマーの認定や

モデル集団の育成等に取り組みます。

さらに、家畜排せつ物の適正な管理と利用の促進を図るため、引き続き「公共畜産環境総

合整備事業」や「環境と調和した畜産経営推進緊急対策事業」等を実施し、家畜排せつ物処

理施設の整備を推進するとともに、「資源循環型畜産推進事業」を実施し、耕種農家と畜産

農家の連携強化により、たい肥の利用を促進し、資源循環型畜産経営の実現に努めます。

（２３億１，８８１万円）



（３）知恵と技術と情報に立脚した地域産業の創生

高度な技術に支えられた創造性あふれる工業の振興

産学公連携等による新規創業や既存企業の新分野進出の促進、情報サービス業や流通関連

業も含めた企業誘致の推進などにより、高度な技術に支えられた創造性あふれる企業の育成

や集積の促進を図ります。

▲

新規創業・新分野進出の促進

県内中小企業者等の新規創業、新分野進出を促進し、地域経済の活性化を図るため、「新

事業創出総合支援事業」等の実施により、（財）宮崎県産業支援財団を中核とした各産業支

援機関との連携を強化し、中小企業者等を総合的に支援します。また、「大学等技術移転促

進事業」による県内大学等が有する技術シーズの県内企業への移転促進、「中小企業経営革

新支援事業」、「中小企業経営基盤強化対策事業」等による新製品・新サービス開発等の創

造的な事業活動等の支援、「ベンチャー人材育成支援事業」による起業家精神を持つ人材の

育成等を行います。なお、公共事業関連企業の新分野進出の取組み等に対しては重点的に支

援します。

さらに、産学公の連携により、本県の地域特性を活かしたバイオ関連産業とＩＴ関連産業

が集積する産業クラスターの形成を図るため、推進組織である「みやざき産業クラスター推

進協議会」の活動を支援するほか、バイオ分野とＩＴ分野に関する共同研究を重点的に支援

するとともにＴＬＯ（大学等技術移転機関）を通した技術移転の促進等、様々な支援策を推

進します。 （２３億２，８８４万円）

みやざき産業クラスターの形成（概要）



▲

企業立地の促進

企業情報の収集強化を図るため、市町村や県外事務所と連携した既存の誘致企業へのフォ

ローアップ等を実施するとともに、工業団地などの企業立地基盤の整備充実を推進します。

また、製造業をはじめ民間研究機関や情報サービス業、流通関連業の企業誘致を積極的に

展開します。 （２９億３，８７８万円）

▲

ものづくり支援システムの整備

ものづくり支援システムの整備充実を図るため、「創造技術研究開発費補助事業」等の実

施により自社製品の開発を促進するとともに、「下請企業振興指導事業」等の実施により

（財）宮崎県産業支援財団を通じて取引のあっせん、取引情報の提供等を行います。

（１０億８９９万円）

工業出荷額の推移

年度別誘致企業数

誘致企業の効果



工場用地の状況（工場立地法に基づく調査結果）

（1）工場適地

工場立地等の動向



▲

地域特性を生かしたものづくりの振興

新商品開発・市場開拓への支援や、商談会・物産展の開催、首都圏アンテナショップ「新

宿みやざき館ＫＯＮＮＥ」を活用した情報の受発信などにより、家具・木工や焼酎、伝統的

工芸品など本県の自然や風土・文化に育まれた特産品の育成に努めます。

また、食品加工・木材加工など恵まれた一次産品の活用を指向した製造業の技術高度化を

支援し、その集積を促進します。 （２億４，７３１万円）

トップセールスとして、安藤知事も 「日向自慢みやざき展」
ひむか

参加した県産品商談会 （髙島屋大阪店）

豊かな生活を提供する商業・サービス業の振興

近年、消費者ニーズの多様化や流通構造の変革などが進むとともに、大型店の郊外部への

出店などにより中心市街地の魅力が相対的に低下しているのに加え、景気低迷による消費の

冷え込みも影響して、商店数は減少傾向にあります。

このため、商業者、商店街、中心市街地のそれぞれの意欲ある取組みを支援することによ

り商業の振興と快適で魅力ある商業空間の創出を図ります。
▲

豊かなくらしを支える商業の振興

商業者の意欲的な取組みや新規創業を支援するため、商業支援センターにおいて、研修事

業、情報提供事業などを実施します。また、商店街等の活性化のためのハード事業を支援す

る「中心市街地商業集積整備事業」、ソフト事業を支援する「商店街等活性化事業」、ソフ

ト事業と簡易なハード事業を一体的に支援する「商店街活性化戦略支援事業」など地域の実

状に応じた施策を推進します。

さらには、「商店街コミュニティビジネスモデル構築支援事業」を実施し、高齢者等の買

い物代行や宅配サービスなど日常生活を支えるサービスの充実を促進します。

（４億７５７万円）



▲

サービス産業の創出・育成

人々の多様な健康ニーズに対応する新たな健康ビジネスの創造や、地域の課題等に地域が

主体となって取り組むコミュニティビジネスの創出を図ります。

（１４億５，４４９万円）

商店数、従業者数、年間販売額の動向（飲食店を除く）

地域経済の情報化の推進

県内の中小企業における情報化をさらに推進するため、情報関連産業の集積を促進すると

ともに、県内中小企業の情報化への取組みを支援することにより、高度情報通信ネットワー

ク社会に対応した地域産業の形成を図ります。

▲

情報関連産業の振興

情報関連産業の集積を図るため、リゾート宮崎ＩＴ特区における特例措置等を活用して、

情報関連産業の誘致・育成に努めるとともに、「ＳＯＨＯ支援事業」等の実施により情報技

術の研究開発やＩＴ（情報通信技術）関連事業等に適したＳＯＨＯにより事業展開するベン

チャー企業等の支援を行います。 （１６億２，４９１万円）

※ ＳＯＨＯ：インターネットなどネットワークに接続した情報機器を活用して、自宅や小規模な事務所で仕

事をする新しい就業形態

中心市街地商業集積整備事業

「上町商店街（８街区）」

商業支援センター



▲

地域企業の情報化の促進

高度情報通信ネットワーク社会に対応した地域企業の育成を図るため、「ＩＴビジネス人

材育成確保事業」等の実施により即戦力となる高度な情報技術を有した人材を養成します。

（２億８，８１６万円）

地域経済の国際化の推進

経済のグローバル化がさらに進展する中で、国際化意識の啓発のための関連情報の提供や

海外取引を行う際の支援などにより、中小企業を中心として、県内企業の国際化への対応を

促進していきます。

▲

情報収集・発信及び提供機能の強化

（社）宮崎県産業貿易振興協会等の関係団体と連携して、海外の経済、貿易、投資環境に

関する的確な情報収集・提供を行うとともに、本県情報の発信を行います。

また、本県と経済的・地理的に密接な関係にある東アジアに関する各種の経済情報等の収

集・提供や本県観光ＰＲ等のため、韓国（ソウル）、中国（上海）、台湾（台北）に海外交

流駐在員を置くなど、本県企業の海外活動等を支援します。 （９，１２２万円）

▲

海外取引の促進

貿易の振興と国際化時代に対応できる中小企業の育成を図るため、関係団体と連携して、

台湾、韓国等との貿易商談会や、貿易相談、貿易セミナー等を開催します。

また、インターネット上に開設した仮想見本市「みやざきインターネット国際見本市」に

より、国内外の企業との取引を望む県内企業等に貿易・商談の機会を提供します。

（１４億７，５６６万円）

県内企業の貿易額の推移

（資料「平成14年宮崎県の貿易」）



品目別輸出入額

１ 輸出

２ 輸入



地域別輸出入額

１ 輸出

２ 輸入

（資料「平成14年宮崎県の貿易」）



中小企業の経営基盤の強化

▲

金融支援の充実

長期の景気低迷や金融環境の変化等、厳しい経営環境にある本県中小企業者の経営安定や

産業の活性化及び雇用の安定を図るため、無担保無保証人型の貸付制度や事業拡大に伴い新

たな雇用を図ろうとする中小企業者等を対象とした貸付制度を創設するほか、新たな分野へ

の事業転換を図ろうとする不況業種に属する中小企業者等を支援するなど、制度の充実を図

るとともに、新規融資枠５０３億円を確保し、中小企業金融の一層の円滑化を促進します。

また、中小企業者に対する設備の貸与、小規模企業者への設備資金の貸付及び設備の貸与

を行うことにより、創業や新分野への進出等を支援するとともに、中小企業者が共同して集

団化等の事業を行う場合に長期低利の資金を融資することにより、経営環境への対応や経営

体質の改善を支援します。

さらに、厳しい経営環境にある本県中小企業の活性化を図るためには、金融の円滑化を更

に推進する必要があることから、信用保証協会の基本財産の増強により、信用保証制度のよ

り一層の充実強化に努めます。 （３６４億７，６９８万円）

▲

経営資質の向上

（財）宮崎県産業支援財団や商工会議所などの関係機関を活用した中小企業への経営支援

・相談体制や各種研修会の充実、異業種グループの活動支援などにより、経営資質の向上を

図ります。 （１９億７，９３１万円）

宮崎県中小企業融資制度



ＳＳビジネス交流セミナー

▲

商工団体等の育成強化

中小企業が、社会・経済情勢の変化に対応しながら安定的な発展が図れるよう、中小企業

団体中央会を通じて同業種や異業種の企業の組織化及び組合の育成指導を行い、経営基盤の

強化を図ります。

また、中小企業の中でも特に小規模の事業者に対して、商工会や商工会議所を通じて経営

改善普及事業等を進めることにより、経営の安定化及び改善向上を図ります。

（２３億６，９４３万円）

▲

建設産業の振興

厳しい経営環境にある建設産業の活性化を図るため、意欲ある建設業者が、自助努力、自

己責任を基本として、技術力・経営力の維持・向上させる環境づくりを進めるとともに、産

業開発青年隊において、一般教育や建設技術・技能に関する教育訓練を行い、実践に役立つ

土木建設技術者の育成を図ります。 （３億６，５６５万円）



(４)リーディング産業としての観光・リゾートの再生

国際コンベンション・リゾートみやざきづくり

サミット外相会合などの国際会議の実績やコンベンションとリゾートが一体化していると

いう本県の特性を生かしたコンベンション誘致を強化することなどにより、国内外における

本県の知名度を高め、「国際コンベンション・リゾートみやざき」の確立を図ります。

▲

コンベンション誘致の推進

サミット外相会合をはじめとする国際会議の開催実績や国際航空路線の利便性、県内外の

人脈などを生かした戦略的な誘致活動を展開します。

また、（財）みやざき観光コンベンション

協会を中心とした誘致体制の一層の強化と誘

致支援策の充実を図る「コンベンション誘致

促進事業」等によりコンベンション情報の収

集機能の強化、効果的な広報宣伝活動を進め

ます。 （３億８，３１９万円）

第１８回日韓経済経営国際会議

スポーツランドみやざきづくり

スポーツを生かした地域振興への取組みが全国で活発化する中、地域間競争が激化してい

るため、長年のプロ野球キャンプ地としての実績やワールドカップサッカーキャンプ受入成

功の実績等を生かし、効果的な情報発信や誘致・受入体制の充実・強化などにより、「スポ

ーツランドみやざき」の一層の発展を図ります。

▲

スポーツ大会・キャンプ等の誘致の推進

スポーツ環境に関する情報発信や情報

収集体制、誘致体制の強化などにより、

国際大会やキャンプ・合宿の誘致を進め

るとともに、既存スポーツ大会の国際化

や新たなスポーツ大会の創出に努めます。

（４，７７３万円） サッカー日本代表候補キャンプ



▲

スポーツ大会・キャンプ等の受入体制の整備充実

スポーツ施設の整備充実とともに、メディカルサポート体制の充実・強化を促進すること

などにより、キャンプ・合宿などの受入体制の強化に努めます。 （６億５，８２２万円）

彩り豊かな観光・リゾートみやざきづくり

国内外の多様なニーズに対応できる多彩な観光・リゾートメニューの充実とともに、テー

マ性のある周遊ルートの形成、誘致・宣伝の強化などに取り組みます。

▲

やすらぎのリゾートみやざきづくり

豊かな観光資源や美しい景観、焼酎をはじめとする特産物など、地域が有する豊富で魅力

のある資源を生かしたメニューの充実や、ふるさとの匂いのするグリーン・ツーリズムの推

進など「癒しの国みやざき」にふさわしい観光・リゾートづくりを進めます。

そのため、市町村の行う観光関連施設の整備や文化イベントの開催などの「やすらぎのリ

ゾートみやざきづくり」に向けた観光振興施策に対する支援を行うとともに、焼酎をテーマ

とした新たな観光ルートづくりなどを行います。 （２０億３，８６６万円）

▲

神話の国みやざきづくり

神話・歴史・伝統芸能などの地域固有の文化の承継と情報発信の強化とともに、これらを

題材とする「ひむか神話街道」等の新たな観光ルートやゾーンの形成を促進することなどに

より、「歴史ロマンあふれるみやざきづくり」を進めます。そのため、｢神楽まつり」などの

神話をテーマにした各種イベントの開催支援や、神話に関するホームページの充実などを行

います。 （８億５，８３５万円）
▲

ほほえみ花の国みやざきづくり

花とみどりに関するイベントの開催や県民のガーデニングへの取組みなどを促進するとと

もに、魅力的な植物を提供する緑花木産業の育成を図ることにより、花とみどりに包まれた

観光・リゾートみやざきづくりを進めます。

そのため、「みやざきフラワーフェスタ」をはじめとする花イベントを開催するほか、県

内各地での、花とみどりの創出のための取組みを支援するなど、「花とみどりのみやざき」

の一層のＰＲを実施し、更なるイメージアップを図ります。

（２,１０４万円）



みやざきフラワーフェスタ

▲

もてなしの国みやざきづくり

魅力的な「食」や土産品・特産品の開発を促進するとともに、観光・リゾート関連事業従

事者に対する研修の充実や観光ボランティアの育成、利用者サービスの向上のための取組み

などにより、観光客をもてなす環境の整備・充実に努めます。 （３，９６２万円）

▲

誘致・宣伝の強化

観光・リゾートみやざきの魅力を広く国内外に発信するとともに、本県への観光客誘致を

促進するため、官民一体となって実施する「新・来て観てみやざき」ダイナミックキャンペ

ーン事業に取り組むとともに、平成１６年度下期に放送が決定した本県を舞台としたＮＨＫ

の連続テレビ小説を活用してＰＲ等を実施することにより、国内外からの一層の観光客誘致

に努めます。 （１３億６，６５５万円）



（５）意欲にあふれ安心して働ける就業環境の整備

地域産業を支える労働力の確保

社会経済情勢の変化に即応し、労働力確保や雇用の場の創出及び労働環境の改善に努める

とともに、新規学卒者をはじめ、高年齢者及び障害者等への就職支援、大都市圏で働く有能

な人材の本県への還流等幅広い雇用対策を推進します。

Ì少子・高齢社会等に対応した雇用の促進

新規学卒者、高年齢者、障害者等の雇

用促進を図るため、雇用推進員等による

求人開拓に努めるとともに、県内各地で

就職説明会を開催するなど、様々な就職

支援を行います。

また、緊急地域雇用創出特別基金を活

用し、緊急かつ臨時的な雇用・就業機会

の創出を図ります。 高校生による県内企業視察

（１５億５３２万円）

ÌＵ・Ｊ・Ｉターン対策の推進

宮崎県内での就職を希望する県外在住

の方などを対象とした、東京・大阪・福

岡３会場での「ふるさと就職説明会」の

開催をはじめ、インターネットによるふ

るさと宮崎人材バンクの運用や県内企業

情報等の提供に加えて、Ｕターン希望者

等を対象とした無料職業紹介事業など ふるさと就職説明会

Ｕ・Ｊ・Ｉターン対策を進めます。

また、農業の担い手確保を図るため、県内外での就農相談会を開催するなど本県の新規就

農関係情報の提供を行います。 （６，５４６万円）

ゆとりある労働環境の整備

Ì労働条件の向上

県内における労働条件の実態を労使関係者や県民に広く提供するとともに、労働時間短縮



等の普及啓発を行うことにより、労働条件の向上やゆとりある県民生活の実現を図ります。

（１億３，９２９万円）

Ì労働福祉の充実

労働者の持家住宅建設資金、中小企業勤労者の生活・教育等資金の貸付け、中小企業退職

金共済制度等の労働福祉制度の普及促進などにより、勤労者の福祉の増進と生活の安定を図

ります。

また、勤労青少年の健全な育成を図るほか、「仕事と家庭を考えるフォーラム」の開催や

「ファミリー・サポート・センター」の設置促進及び支援、男女雇用機会均等法の定着や育

児・介護休業制度等の普及促進などにより、女性の働きやすい環境の整備を図ります。

（１億４９２万円）

Ì安定した労使関係の確立

経営者セミナーをはじめとする各種セミナー・講座を開催し、労働問題に係る関係法令、

労働情勢、社会経済問題等への理解や認識を深め、労使の相互理解を促進することにより、

健全な労使関係の育成を図ります。

また、中小企業集団への労務改善指導を行い、中小企業における労働福祉の増進及び人事

・労務管理の改善を図ります。 （１，１４７万円）

（労働関係調査実施計画）

実施時期 対 象 発表時期等

春季賃上げ調査 ６月末現在 抽出・企業 １６年７月

夏季一時金調査 ７月末現在 抽出・企業 １６年９月

年末一時金調査 12月末現在 抽出・企業 １７年１月

労使関係総合調査 ６月末現在 全労働組合 １６年１２月

労働条件等実態調査 ８月末現在 抽出・企業 １７年１月

（労働関係講座等実施計画）

実施時期 対 象 者 等 備 考

経営者セミナー ７月 経 営 者 等 労務管理等をテーマ

巡回セミナー 随時 希望団体等 団体訪問により実施

労働大学 10月 労・使・一般 労働情勢をテーマ

中小企業労働相談研修会 ９月 労働相談担当職員 事例研究等

仕事と家庭を考えるフォーラム 10月 労・使・一般

勤労青少年セミナー ７月 勤労青少年



多様な職業能力の開発促進

Ì職業能力開発体制の整備充実

労働者の職業能力の開発が図られるためには、従業員に対して各種の職業訓練を実施する

企業への援助指導を行うとともに、公共職業能力開発施設においても、多様な職業訓練を弾

力的に実施する必要があります。

このため、認定職業訓練施設への支援

に努めるとともに、地域職業訓練センタ

ー（宮崎・延岡）の施設提供をはじめと

する職業能力の開発に関する各種の施策

の積極的な展開を通じ、民間における職

業能力開発の一層の推進に努めます。

また、平成１５年４月に開校した県立

産業技術専門校及び同校高鍋校において 実習風景(県立産業技術専門校)

充実した訓練の実施に努めます。

（４億８，３２１万円）

県立産業技術専門校の入校者の状況 （単位：人）

年 度
１５ １６

校 名

県立産業技術専門校 ８０ ８５

県立産業技術専門校高鍋校 １７ １９

合 計 ９７ １０４

Ì技能者の育成

労働者の職業能力について、その到達した段階ごとに適正な評価を行う体制を確立するた

め、技能検定制度の普及に努め、技能士会の組織の育成強化を図ります。

また、技能尊重の社会的気運を醸成し、技能労働者の社会的な地位の向上を図るため、

「技能まつり」を開催するとともに、次の世代を担う小・中学生に技能のすばらしさと尊さ

を認識してもらうため、「こどもと技能士のふれあい教室」、「技能チャレンジ体験学習」



を開催します。

さらに、高校生に技能職場を目指すきっかけを与えるための「ジュニア技能インターンシ

ップ推進事業」のほか、高度熟練技能の継承を図るための「高度熟練技能習得推進事業」を

実施します。 （１億３８４万円）

技能まつり こどもと技能士のふれあい教室


